
１．会計別予算の状況 （単位：千円）

当初予算 前回まで

一　　 般 　　会　　 計 13,526,000 543,278

国民健康保険特別会計 3,320,705 45,265

介 護 保 険 特 別 会 計 3,434,728 159,574

後期高齢者医療特別会計 718,050 6,963

合　　計 20,999,483 755,080

２．補正予算の概要と特徴

（１）一般会計 補正額 156,286 千円

令和6年度末残高 1,200,315  ① （R5末　1,269,240千円）

これまでの取崩予定額　　 ▲ 299,935  ② 　現計予算（これまで）

今回の補正に伴う取り崩し額　　 ▲ 97,411  ③ 　取崩額を増やす

これまでの積立予定額　　 377,184  ④　  9月補正まで

今回の積立補正額　　 1,218  ⑤ 　積立額を増やす（基金利子）

令和７年度末残高見込み 1,181,371  千円　①～⑤の合計

（前年　1,076,677千円）

（２）国民健康保険特別会計 補正額 1,463 千円

　　

（３）介護保険特別会計 補正額 3,373 千円

（４）後期高齢者医療特別会計 補正額 644 千円

３．債務負担行為

　来年度当初から開始する必要のある業務及び指定管理者の指定に関するものについて、債務負担行為の設定
を行うものです。

令和７年度１２月補正予算の概要

今回補正 補正後予算額

156,286 14,225,564

725,657

161,766

3,367,433

　人事院勧告に準じた給与改定のほか、農地集積に係る機構集積協力金の交付、発達・情緒障害通級指導教室の開
設準備、過年度決算に係る国県への返還金などが主な内容です。

21,916,329

3,597,675

644

3,373

1,463

　人件費補正が主な内容です。

　人件費補正が主な内容です。

　人件費補正が主な内容です。

財政調整基金
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令和７年度　１２月補正予算　課別・事業別　総括表（一般会計）

1．国庫支出金
　民生費国庫負担金（1,493,002）
　　障害者自立支援給付費等負担金

537,175 介護給付・訓練等給付費等の経費に対する負担金（過年度分の追加交付）
　・負担率：1/2

2．県支出金
　民生費県負担金（691,619）
　　障害者自立支援給付費等負担金

269,487 介護給付・訓練等給付費等の経費に対する負担金（過年度分の追加交付）
　・負担率：1/4

　民生費県補助金（166,022）
　　埼玉県障害者生活支援事業補助金 10,825 障害児(者)生活サポート事業に対する補助金

　・補助率：1/2

　　在宅重症心身障害児の家族に対する
　　レスパイトケア事業補助金 133 在宅の重症心身障がい児等がｼｮｰﾄｽﾃｲ等を利用した際に助成する事業に対する補助金

　・補助率：1/2

　　こども医療費補助金 16,267 こども医療費支給事業の対象経費に対する補助金
　・補助率：1/2

　農林水産業費補助金（10,420）
　　新規就農総合支援事業補助金 新規 新規就農総合支援事業（営農開始事業）に対する補助金

　・補助率：定額

　　機構集積協力金交付事業補助金 新規 機構集積協力金交付に対する補助金
　・補助率：定額

3．財産収入
　利子及び配当金 4,402 基金運用利子収入見込額の確定

4．地方債
  総務債（25,700）
　　防災設備整備事業

12,700 新型Jアラート受信機設置に対する地方債
　・充当率：100%

　　OA管理事業 新規 公金収納デジタル化に向けた財務会計システム改修に対する地方債
　・充当率：90%

　　防災倉庫設置事業 新規 防災倉庫設置に対する地方債
　・充当率：100%

　教育債（287,800）
　　小学校施設改修事業 159,600 百間小学校における教室改修に対する地方債

　・充当率：75%

　　給食センター設備改修事業 3,800 給食センター調理場空調設備整備に対する地方債
　・充当率：90%

　　須賀小学校再整備事業 新規 須賀小学校再整備に対する地方債
　・充当率：90%

5．財政調整基金繰入金 299,935 財源調整

歳　　入　　合　　計

補　正　理　由　・　積　算　根　拠予算額科 目 ・ 事 業 名
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（単位：千円）

国 県 地方債 その他 一般財源

11,766 11,766

5,653 5,653

199 199

142 142

525 525

750 750

13,578 13,578

2,062 2,062

2,800 2,800

4,100 4,100

5,000 5,000

3,400 3,400

5,200 5,200

3,700 3,700

97,411 97,411

156,286 15,194 24,200 2,062 114,830

補正額
補　正　額　の　内　訳
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令和７年度　１２月補正予算　課別・事業別　総括表（一般会計）

補　正　理　由　・　積　算　根　拠予算額科 目 ・ 事 業 名

1．議会運営事業
　〔議会事務局〕 67,163 人件費補正

　・議員辞職に伴う報酬、期末手当の減及び人事院勧告に準じた議員期末手当の改定

2．職員人件費
　〔総務課 庶務職員担当〕 2,112,283 人件費補正

　・人事院勧告に準じた給与改定等

3．減債基金積立事業
　〔企画財政課 財政担当〕 75 基金運用利子の積立

4．財政調整基金積立事業
　〔企画財政課 財政担当〕 377,184 基金運用利子の積立

5．公共施設整備基金積立事業
　〔企画財政課 財政担当〕 3,289 基金運用利子の積立

6．宮代まちづくり基金積立事業
　〔企画財政課 財政担当〕 20,049 基金運用利子の積立

7．森林環境譲与税積立事業
　〔企画財政課 財政担当〕 4,831 基金運用利子の積立

8．OA管理事業
　〔企画財政課 情報政策担当〕 271,629 財源更正

　・公金収納デジタル化に向けた財務会計システム改修（9月補正）に地方債を活用

9．防災活動事業
　〔くらし安全課 危機管理担当〕 26,611

①新型Jアラート受信機設置業務委託　2,815千円
②須賀小学校再整備に伴う防災倉庫の新設（農集敷地、須賀中敷地）　3,366千円
③百間中学校ギャラリー室改修に伴う防災倉庫の新設　1,672千円

10．障害者総合支援事業
　〔福祉課 福祉支援担当〕 1,134,570 過年度実績の確定に伴う国・県への返還金

11．宮代町生活サポート事業
　〔福祉課 福祉支援担当〕 902 事業実績

　・障害児（者）生活サポート事業補助金の増

12．国民健康保険特別会計繰出事業
　〔住民課 国保・後期担当〕 279,784 人件費補正

　・人事院勧告に準じた給与改定等

13．障害者更生援護事業
　〔福祉課 福祉支援担当〕 523 事業実績

　・在宅重症心身障害児等の家族に対するレスパイトケア事業補助金の増

14．介護保険特別会計繰出事業
　〔健康介護課　介護保険担当〕 583,224 人件費補正

　・人事院勧告に準じた給与改定等

15．後期高齢者医療特別会計繰出事業
　〔住民課　国保・後期担当〕 151,041 人件費補正

　・人事院勧告に準じた給与改定等

16．児童福祉対策事業
　〔子育て支援課 こども保育担当〕 52,104 過年度実績の確定に伴う国・県への返還金

17．こども医療費支給事業
　〔子育て支援課 こども笑顔担当〕 144,407 事業実績

　・こども医療費支給見込み額の増

18．こども家庭センター事業
　〔子育て支援課 こども安心担当〕 11,593 過年度実績の確定に伴う国への返還金

19．児童手当支給事業
　〔子育て支援課 こども笑顔担当〕 588,543 過年度実績の確定に伴う国への返還金

20．健康診査事業
　〔健康介護課 健康増進担当〕 35,613 過年度実績の確定に伴う国への返還金

21．農業経営基盤強化対策事業
　〔産業観光課課 農業振興担当〕 3,600 宮東・中島土地改良組合への機構集積交付金

　・484,901㎡/1,000㎡×28,000円

22．明日の農業担い手支援事業
　〔産業観光課課 農業振興担当〕 12,344 新規就農者への農業次世代人材投資資金の交付

　・年間1,500千円/2

23．農業集落排水事業会計負担事業
　〔まちづくり建設課  上下水道室〕 34,605 人件費補正

　・人事院勧告に準じた給与改定等

24．公共下水道事業会計負担事業
　〔まちづくり建設課  上下水道室〕 300,013 人件費補正

　・人事院勧告に準じた給与改定等
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（単位：千円）

国 県 地方債 その他 一般財源
補正額

補　正　額　の　内　訳

▲ 1,483 ▲ 1,483

58,707 58,707

110 110

1,218 1,218

495 495

46 46

25 25

4,100 ▲ 4,100

7,853 7,800 53

10,392 10,392

400 199 201

1,463 1,463

284 142 142

2,768 2,768

644 644

29,431 29,431

3,000 525 2,475

315 315

122 122

206 206

13,578 13,578

750 750

305 305

429 429
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令和７年度　１２月補正予算　課別・事業別　総括表（一般会計）

補　正　理　由　・　積　算　根　拠予算額科 目 ・ 事 業 名

25．小中学校適正配置事業
　〔教育推進課 教育総務担当〕 20,984 須賀小学校再整備に係る建設木材（県産材）分離発注支援業務委託

　・木材調達発注図書の整備

26．奨学資金事業
　〔教育推進課 教育総務担当〕 212 基金運用利子の積立

27．小学校施設管理事業
　〔教育推進課 教育総務担当〕 307,911 ①空調設備使用頻度増加に伴うガス代の増　2,111千円

②百間小学校における発達障害・情緒障害通級指導教室の開設準備　6,655千円

28．中学校施設管理事業
　〔教育推進課 教育総務担当〕 177,404 空調使用頻度増加に伴うガス代の増

29．埋蔵文化財発掘調査事業
　〔教育推進課 文化財保護担当〕 17,534 人件費補正

　・人事院勧告に準じた給与改定等

30．社会体育施設維持管理事業
　〔教育推進課　生涯学習・スポーツ振興担当〕

12,531 学校開放における体育館空調設備利用カードの作成
　・3,000枚

31．学校給食運営管理事業
　〔教育推進課 教育総務担当〕 361,999

①食材費高騰に伴う給食賄材料費の増　3,943千円
　・小学校1食 283円→291円、中学校1食 331円→340円
②給食センター調理場空調設備設置に係る設計業務　5,885千円

32．土地開発基金操出事業
　〔企画財政課 財政担当〕 376 基金運用利子の積立

歳　　出　　合　　計
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（単位：千円）

国 県 地方債 その他 一般財源
補正額

補　正　額　の　内　訳

4,149 3,700 449

5 5

8,766 3,400 5,366

675 675

1,160 1,160

482 482

9,828 5,200 4,628

163 163

156,286 15,194 24,200 2,062 114,830
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